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01 これまでの行政改革 01  これまでの取組み

本市では、昭和60（1985）年に「第１次小山市行政改革」を定めて以来、
市民の生活意識や価値観の多様化、社会経済状況の変化などに対応するため、
これまで６度にわたる改定を行い、行政改革を進めてきました。令和２
（2020）年度から令和７（2025）年度にて実施している「第７次小山市行政
改革」では、

「人口減少社会に対応した、持続可能なまちづくりと、街の魅力を高める行

政経営の推進」

「働き方改革に対応した人材育成と持続可能な財政運営の推進」

「価値観を共有し、分野横断的に連携したまちづくりの推進」

の３つを基本方針とし、将来を見据え課題を先取りする戦略的な行財政運営
の実現に向けて取組んできました。

この間、組織・要因・事務事業の見直しを基本に、行政評価制度の導入、
多様な担い手との協働の推進など、積極的に行政改革に取り組み、その結果
として、正規職員の減員による人件費の抑制、民間活力・指定管理者制度の
導入などによる経費削減など一定の成果を挙げました。

これまでの行政改革の取組み



01 これまでの行政改革 02  取組経過
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02 行政経営指針について

現状

内容

方針

現在の小山市は少子高齢化が進むことにより、人口・税収の減少が
見込まれる中でも、限られた資源を最適活用し、市民の皆様に必要な
行政サービスを持続提供することが求められる。

・従来の「行政改革大綱」が掲げてきた「質の高い行政サービスの向
上」と「効果的・効率的な行政運営」という理念を継承しつつ、新た
な視点と方法で改革を進める。

・広く網羅的に注力するのではなく、持続可能であるために改革すべ
き点を選択、集中的に取り組む。

・「あるべき姿」から逆算して課題を設定し、その解決策を導き出す。

・職員が日々の業務遂行で本指針を常に念頭に置き、市民サービスの
維持・向上と業務効率化を両立させる。

行政の持続可能性を確保し、変化する社会環境や市民ニーズに的確
に対応していくため、本市はこの「行政経営指針」に基づき、果敢に
改革を推し進めていく。

※本指針は、小山市総合計画に合わせ社会情勢等を考慮し、適宜修正していく
ものとする。



03 大綱から指針への転換

行政改革大綱
【これまでの行政改革の成果】
・市役所業務全分野で効率化を図
り、職員一人ひとりの中に効率性
やコスト意識を持つ行政改革の精
神が根付いた。

【変化】
・厳しさが増す自治体環境や急速
な社会変化に対応し、多様化する
市民ニーズに応える必要がある。

【継承】
・行政改革大綱で根付いた行政改
革の精神を醸成させつつ、職員一
人ひとりの挑戦を支援し、改革を
継続的な成果へと繋げる。

【改善】
・課題やニーズに即した分野に集
中的に取り組む。また、ＤＸ等の
活用により効率的で質の高い行政
サービスの実現を目指す。

【今後の取り巻く環境】
・今後、少子高齢化が進行し、人
口や税収の減少など自治体を取り
巻く環境は厳しくなることが見込
まれる。また、デジタル化の進展
により、社会全体は転換期を迎え
ている。

【持続可能な人員体制】
・職員数を削減してきたが、激甚
化する災害や感染症対策・多様な
市民ニーズへの対応などに必要な
人員の確保が求められている。

次の一歩に向けて

行政経営指針



04 行政経営指針の位置づけ
田園環境都市おやまビジョン

～全ての市民のウェルビーイングの実現を目指して～

小
山
市
行
政
経
営
指
針

～
持
続
可
能
な
行
政
経
営
の
実
現
へ
～

・デジタル変革推進方針

・小山市情報化基本計画

・小山市行政評価・第三者評価

・小山市指定管理者制度

・市債管理計画

・小山市人材育成基本方針

・小山市定員適正化計画

・小山市公共施設等総合管理
計画

小山市総合計画

小山市総合計画 基本構想

小山市総合計画 基本計画



05 本指針が目指す将来像及び
    基本方針

小山市行政経営指針が目指す将来像

「限られた行政資源を活かし、効率化と改善を通じて変化に強く、
市民の希望に応えられる行政経営を実現する。」

少子高齢化や人口減少の中でも、市民サービスを持続的に提供し続ける必要があります。限られた資
源を最大限に活かし、不断の効率化と業務改善を重ねることで、変化の激しい社会に対応できる行政経
営を確立します。これは単なる経費削減にとどまらず、私たち職員一人ひとりの行動指針となるもので
あり、この将来像を実現するため、下記に４つの基本方針を掲げます。

基本方針①

最適な
行政サービスの提供

サービスデザイン
思考に基づき

「行政サービスの質」
 「手続方法」
 「情報提供」
の３つの最適化を追
求します。

基本方針②

外部資源の導入

行政の担うべき領
域を明確にし、外部
人材や専門機関の知
見を積極的に導入す
るとともに、業務委
託や官民連携を活用
し、事業の高度化と
効率化を図ります。

基本方針③

合理的な
働き方の推進
ＢＰＲの一環とし

てＥＣＲＳの考え方
を取り入れ、業務の
見直しとデジタル技
術活用を推進し、業
務効率化と職員負担
軽減、市民対応の迅
速化を実現します。

基本方針④

行政改革から
ウェルビーイングへ

行政は効率化や経

費削減を進めるだけ

でなく、市民の生活

の質を総合的に高め

る視点を持って行政

経営を推進します。

サービスデザイン思考・・・市民が行政サービスに触れる体験を基に、組織や仕組み・サービス全体を設計・改善する考え方です。

ＥＣＲＳ・・・ 「Eliminate（排除）」「Combine（結合）」「Rearrange（交換）」「Simplify（簡素化）」の頭文字をとった、業務改善の
フレームワークです。

ウェルビーイング・・・経済的豊かさに加えて、健康、人間関係、自己実現、地域への帰属意識等、幅広い側面から人々の幸福を捉える考え方
です。



06 具体的な進め方

進め方 ・各所属が指針の理念に基づき、下記６つの考え方・手法を用いて、事務事業や業
務の改善を行います。

・解決し難い課題がある場合、行政改革担当が解決の取組を支援します。
・実効性の高い改善計画を策定し、実現に向けて進捗管理を行います。
・計画期間は原則として最短１年から最長５年とし、短・中期的視点からの改善を
可能とします。

業務プロセス改革（ＢＰＲ）

業務プロセスや組織構造などを抜本的に見直
します。既存の業務フローやあり方をゼロベー
スで見直し、改善を図ることで業務効率化・市
民サービスの質の向上を目指します。

バックキャスティング思考

理想的な状態や目標を設定し、その実現に必
要なステップを逆算して現在から行動計画を立
てる手法です。目的達成に向けて、長期的視点
での戦略立案に適しています。

外部資源の活用

外部資源や専門人材を積極的に活用すること
で、行政単独では困難な課題の解決を図るとと
もに事業の高度化を推進することで、市民サー
ビスの質の向上を図ります。

資産の有効活用

保有資産を整理整頓するとともに、需要・コ
スト等から有効活用の道を探ります。データに
基づく最適配置を考え、「持ち続ける」こと自
体が目的としない姿勢を重視します。

デジタル技術の活用

最新のデジタル技術を積極的に活用し、市民
の利便性の向上と業務の効率化のさらなる推進
を図ることで、市民が便利で質の高い行政サー
ビスを受けられる体制を整えます。

継続的な評価と改善

行政評価により施策や事業の成果を客観的に
評価し、効果や必要性を定期的に検証します。
評価結果をもとに拡大・縮小や統廃合を判断し、
限られた行政資源の適切な再配分につなげます。



07 各所属における取組について

小 山 市 行 政 経 営 指 針
～ 持 続 可 能 な 行 政 経 営 の 実 現 へ ～

小山市行政経営指針が目指す将来像

「限られた行政資源を活かし、効率化と改善を通じて変化に強く、
市民の希望に応えられる行政経営」を実現

 各所属における取組
<第一段階>

事務事業の可視化（分析・課題認識）

＜第二段階＞

事務事業のあるべき姿の検討

＜第三段階＞

今後の方向性の検討・実行

行政改革担当からの支援
<第一段階>

必要な情報提供

＜第二段階＞

各種研修の実施 専門人材の紹介

＜第三段階＞

必要に応じて伴走型の支援（BPR等）



08 行政経営指針ＰＤＣＡサイクル

Ｐlan（計画策定） Ｄo（実施）

Ｃheck（評価・検証）Ａction（見直し・改善）
改善計画の進捗確認

内部・外部の視点から改善計画の評価・検証
を行います。内部からの評価では、個別取組事
項の進捗を確認します。外部からの評価として
は、必要に応じて外部有識者等から、個別取組
事項の進捗への意見をいただきます。

進捗確認を受けた取り組みの見直し

改善計画が一通り実行できたら、適宜行っ
た中間報告の確認と全体の振り返りを行います。
この段階で問題・課題の解決を見込めない場合、
個別取組事項を修正し、取組スケジュールを再
設定します。

解決に向けた改善計画の策定

課題・問題が発生した場合や行政評価で見直
しを求められた場合、「06 具体的な進め方」
での６つの考え方・手法を用いて改善計画を策
定します。また、改善計画を実行するにあたり、
個別取組事項と取組スケジュールを設定します。

改善計画の実行

実際に改善計画を実行します。計画策定の
際、設定した個別取組事項を順番に実施して
いきます。この際、気を付けることとして、
計画を一気通貫で行わず、適宜中間報告のポ
イントを設けて、確認を行います。



09 推進体制

小山市行政改革推進本部
市長を本部長とする庁内の組織

全庁的な指針の実践、進行管理と評価を実施

小山市行政改革推進体制

小山市行政改革推進委員会
学識経験者等で構成する組織

様々な視点を行政改革の推進に反映

小山市行政改革推進幹事会
「小山市行政改革推進本部」の下部組織

推進本部を補佐

（令和８年３月時点）



10 【参考資料】小山市の人口推計
小山市の人口推計
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年少人口 生産年齢人口 老年人口

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

老年人口 42,180 44,619 46,187 48,388 51,632 52,722 52,819

生産年齢人口 103,489 102,575 100,944 97,206 91,072 86,613 83,158

年少人口 20,997 19,172 17,770 17,030 16,745 16,281 15,462

総数 166,666 166,366 164,901 162,624 159,448 155,616 151,439

生産年齢人口比率 62.1% 61.7% 61.2% 59.8% 57.1% 55.7% 54.9%

高齢化率 25.3% 26.8% 28.0% 29.8% 32.4% 33.9% 34.9%

○出典 基準人口：2020年10月1日時点の国勢調査
推計参照：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」

※端数処理のため合計が一致しない場合があります。

（人）



11 【参考資料】小山市の市債について

小山市における市債の状況（見込み）
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○出典 第４期市債管理計画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

一般会計 612.7 613.3 623.3 618.5

特別会計 37.2 57.1 54.5 53.8

企業会計 321.1 353.6 370.2 397.7

合計 971.0 1,024.0 1,048.0 1,070.0
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